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1.  平成23年9月期第1四半期の連結業績（平成22年10月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期第1四半期 3,235 40.5 △434 ― △450 ― △507 ―
22年9月期第1四半期 2,302 51.9 △632 ― △648 ― △660 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年9月期第1四半期 △35.23 ―
22年9月期第1四半期 △45.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期第1四半期 12,269 4,611 36.9 314.50
22年9月期 11,465 5,179 44.4 353.53

（参考） 自己資本   23年9月期第1四半期  4,533百万円 22年9月期  5,096百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年9月期 ― ― ― 5.00 5.00
23年9月期 ―
23年9月期 

（予想）
― ― 5.00 5.00

3.  平成23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

10,800 △15.4 550 △67.1 530 △67.5 500 △67.6 34.69

通期 19,400 △15.9 350 △73.1 320 △74.9 260 △74.7 18.04



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）２ページ「１．（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、（添付資料）Ｐ．２「２．その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年9月期1Q 15,180,000株 22年9月期  15,180,000株
② 期末自己株式数 23年9月期1Q  765,955株 22年9月期  765,135株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年9月期1Q 14,414,315株 22年9月期1Q 14,415,810株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や緩やかな景気回復の兆しが期待されるもの

の、依然として雇用情勢の回復が遅れ、企業の業況判断にも慎重さが見られる等、先行き不透明な状況で推移いたし

ました。 

当建設関連業界におきましても、国及び地方公共団体の公共事業関連予算の縮減が継続する等、依然厳しい状況に

あります。 

このような事業環境のもと、当社グループは地球温暖化防止・生物多様性等の世界的課題の解決にむけ、森林保全

を中心とする国内及び海外の事業へ積極的に取り組み、リモートセンシング／レーザー計測などの計測技術とコンサ

ルタント技術との融合により、環境・防災分野における幅広い事業展開で、受注確保、収益確保に努めてまいりまし

た。 

その結果、当第１四半期連結会計期間における業績は、受注高が36億59百万円（前年同期比39.5％減）となり、売

上高は32億35百万円（同40.5％増）となりました。 

 利益面におきましては、販売費及び一般管理費の削減に努めたものの、後述のとおり売上及び利益が第２四半期連

結会計期間に集中する季節的変動の影響もあり、営業損益は4億34百万円の損失（前年同期は6億32百万円の損失）、

経常損益は4億50百万円の損失（前年同期は6億48百万円の損失）、四半期純損益は5億7百万円の損失（前年同期は6

億60百万円の損失）となりました。 

 なお、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完成す

る業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加す

る傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比較し8億4百万円増加の122億69百万円となりまし

た。これは主として、受取手形及び売掛金が増加したことによるものであります。 

 負債合計は、前連結会計年度末に比較し13億72百万円増加の76億58百万円となりました。これは主として、短期借

入金が増加したことによるものであります。 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比較し5億68百万円減少の46億11百万円となりました。これは主として、利益

剰余金が減少したことによるものであります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年11月12日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。  

 （注）業績予想につきましては、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて

おり、実際の業績は様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

２．その他の情報
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（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

（一般債権の貸倒見積高の算定方法）  

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

（固定資産の減価償却費の算定方法）  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

（繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法）  

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法により、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差

異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

②特有の会計処理 

（税金費用の計算）  

 税金費用については、原則として、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用する方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

これにより、営業損失及び経常損失がそれぞれ 千円、税金等調整前四半期純損失が 千円増加しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 千円であります。 

②「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号 平成20年３月10日)を

適用しております。 

この変更に伴う損益への影響はありません。 

③企業結合に関する会計基準等の適用  

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年

12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

④重要な引当金の計上基準の変更 

完成工事補償引当金 

完成した物件に係る瑕疵担保等の費用は、従来発生時に費用処理しておりましたが、前連結会計年度の第４

四半期連結会計期間より、過去の実績率を基礎に将来の支出見込額を計上する方法に変更しております。 

この変更は、瑕疵担保等の費用が金額的に重要性を増してきたこと、及び過去の実績のデータが取得、蓄積

され社内の管理体制が整ったことから、期間損益のより一層の適正化を図るために行ったものであります。 

また、この変更が前連結会計年度の第４四半期連結会計期間に行われたのは、過去の実績のデータが取得、

蓄積され社内の管理体制が前連結会計年度の第４四半期連結会計期間に整ったためであります。 

これにより、前第１四半期連結会計期間は、変更後の方法によった場合に比べて、売上原価は 千円少

なく計上され、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ同額少なく計上されておりま

す。  

66 1,802

4,117

52,913
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,102,686 2,836,276

受取手形及び売掛金 4,317,536 3,296,746

仕掛品 2,115,399 1,486,751

原材料及び貯蔵品 1,494 2,020

その他 237,584 316,853

貸倒引当金 △7,104 △5,804

流動資産合計 8,767,595 7,932,845

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 282,777 277,486

航空機（純額） 51,175 57,783

機械及び装置（純額） 200,736 214,012

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 137,409 123,966

土地 320,153 320,153

その他（純額） 344,808 353,857

有形固定資産合計 1,337,061 1,347,261

無形固定資産   

ソフトウエア 546,425 438,410

その他 79,940 187,154

無形固定資産合計 626,366 625,565

投資その他の資産   

投資有価証券 1,013,807 997,269

長期貸付金 242,031 245,246

その他 535,695 570,087

貸倒引当金 △253,175 △253,175

投資その他の資産合計 1,538,358 1,559,428

固定資産合計 3,501,786 3,532,255

資産合計 12,269,382 11,465,100
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 427,933 447,372

短期借入金 1,920,000 －

未払法人税等 25,638 91,440

前受金 972,599 982,993

賞与引当金 161,706 696,666

受注損失引当金 139,189 142,571

引当金 69,755 100,304

その他 1,022,091 968,529

流動負債合計 4,738,914 3,429,877

固定負債   

退職給付引当金 2,499,237 2,403,570

役員退職慰労引当金 － 5,392

その他 420,130 446,775

固定負債合計 2,919,368 2,855,738

負債合計 7,658,283 6,285,616

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,272,000 1,272,000

資本剰余金 2,078,113 2,078,113

利益剰余金 1,404,322 1,984,167

自己株式 △240,685 △240,513

株主資本合計 4,513,751 5,093,767

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 19,529 2,314

評価・換算差額等合計 19,529 2,314

少数株主持分 77,818 83,402

純資産合計 4,611,099 5,179,484

負債純資産合計 12,269,382 11,465,100
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 2,302,758 3,235,041

売上原価 1,899,963 2,701,124

売上総利益 402,795 533,916

販売費及び一般管理費 1,034,885 968,246

営業損失（△） △632,090 △434,329

営業外収益   

受取利息 2,194 2,356

受取配当金 2,316 2,844

持分法による投資利益 4,130 －

その他 5,918 7,934

営業外収益合計 14,560 13,136

営業外費用   

支払利息 14,761 9,609

持分法による投資損失 － 6,711

シンジケートローン手数料 13,750 3,750

その他 2,202 9,530

営業外費用合計 30,713 29,602

経常損失（△） △648,243 △450,795

特別損失   

固定資産除却損 1,418 1,689

投資有価証券評価損 1,331 826

事務所移転費用 － 42,723

その他 － 1,735

特別損失合計 2,749 46,974

税金等調整前四半期純損失（△） △650,992 △497,770

法人税等 13,888 15,242

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △513,012

少数株主損失（△） △3,891 △5,244

四半期純損失（△） △660,988 △507,768
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △650,992 △497,770

減価償却費 116,125 112,842

持分法による投資損益（△は益） △4,130 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △20,072 △534,960

受注損失引当金の増減額（△は減少） 67,195 △3,382

退職給付引当金の増減額（△は減少） 92,028 95,667

受取利息及び受取配当金 △4,511 △5,201

支払利息 14,761 9,609

投資有価証券評価損益（△は益） 1,331 826

固定資産除却損 － 1,689

有形固定資産除却損 1,418 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,679 △1,020,789

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,531,591 △628,032

仕入債務の増減額（△は減少） △94,309 △19,438

未払消費税等の増減額（△は減少） △28,326 －

前受金の増減額（△は減少） 206,473 △10,393

その他の引当金の増減額（△は減少） － △34,641

その他 295,762 119,037

小計 △1,540,518 △2,414,936

利息及び配当金の受取額 4,889 5,578

利息の支払額 △12,556 △7,483

法人税等の支払額 △57,286 △63,043

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,605,471 △2,479,884

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △40,565 △27,171

無形固定資産の取得による支出 △53,077 △60,801

投資有価証券の取得による支出 △192,000 －

長期貸付金の回収による収入 842 －

その他 － 3,215

投資活動によるキャッシュ・フロー △284,801 △84,757

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,000,000 1,920,000

配当金の支払額 △36,040 △72,076

リース債務の返済による支出 △13,738 －

その他 △800 △16,421

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,949,420 1,831,501

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15 △449

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 59,132 △733,590

現金及び現金同等物の期首残高 594,433 2,836,276

現金及び現金同等物の四半期末残高 653,565 2,102,686

7

アジア航測㈱（9233）　平成23年９月期　第１四半期決算短信



該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間における受注及び販売の状況を示すと、次のとおりであります。 

なお、当社グループは空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであり、セグメント別の記載に代えて業

務区分別に記載しております。 

また、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完

成する業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高

が増加する傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。 

  

① 受注の状況 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 販売の状況 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

（１）受注及び販売の状況

  
前年同四半期

（自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日）

当第１四半期
（自 平成22年10月１日 

  至 平成22年12月31日）
比較増減

業務区分 
受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

情報システム  3,948,847  11,396,655  2,568,971  7,044,976  △1,379,876  △4,351,679

建設コンサルタント  2,095,030  5,776,114  1,090,486  3,090,235  △1,004,544  △2,685,879

合  計  6,043,878  17,172,770  3,659,457  10,135,212  △2,384,420  △7,037,558

  
前年同四半期

（自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日）

当第１四半期
（自 平成22年10月１日 

  至 平成22年12月31日）
比較増減

業務区分 
金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

金額 

（千円） 

増減率 

（％） 

情報システム  1,575,737  68.4  2,137,766  66.1  562,028  35.7

建設コンサルタント  727,021  31.6  1,097,275  33.9  370,253  50.9

合  計  2,302,758  100.0  3,235,041  100.0    932,282  40.5
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